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導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

   本市は、山口県南東部の瀬戸内海沿いに位置し、市域は、沿岸部、内陸部、半

島・島しょ部からなり、総面積の半分以上が山林丘陵地で占められています。 

   空港や新幹線、高速道路等の高速交通網が市域にないことから、製造業等の企

業立地は少なく、人口は戦後直後には５万人を超えていましたが、令和２年の国

勢調査では３０，７９９人まで減少しています。また、生産年齢人口は、５０．

２％と低く、高齢化率は３９．２％となっており、少子化・高齢化が著しく進行

しています。 

   また、本市の産業は、農業を主体とする第１次産業が中心ですが、就業構造は、

第２次産業、第３次産業へと移行してきており、現状では第２次産業の就業者数

が少なく、第３次産業が特に多いのが特徴となっています。 

   中小企業の業況については、依然として厳しい経営環境が続いており、所有し

ている設備の老朽化が生産性向上に対する大きな妨げとなっています。 

このような状況に加え、今後ますます進展する少子化・高齢化、人口減少に伴

い、さらに厳しい事業環境が想定される中、生産性の高い設備の導入を促し、労

働生産性の向上を図ることは、中小企業の発展、地域経済の活性化に大きく貢献

するものと考えています。 

今後、認定経営革新等支援機関と連携し、広報活動や支援体制の充実を図るこ

とで、本制度の有効活用ひいては中小企業者の労働生産性の向上を図ります。 

ア）事業所数・従業者数の推移（民営） 

 平成２４年 平成２６年 平成２８年 令和３年 

事業所

数 

１，９１５ １，８６５ １，８１６ １，８３２ 

従業者

数 

１４,２７３ １４,２４０ １３，９６２ １３，９０２ 

 

イ）事業所の新設・廃業の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２４年～２６年 平成２６年～２８年 令和元年～令和３年 

 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

新 

設 

２１９ １,９９８ １８８ ９２２ ４７８ ２，９９９ 

廃 

業 

２８２ １,８１５ ２４７ １，２９２ ４６９ ２，５５６ 



（２）目標 

  中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策

定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、設備投資が活発な自治体の

１つとなり、更に経済発展していくことを目指します。 

  これを実現するための目標として、計画期間中に３０事業者程度の先端設備等

導入計画の認定を目標とします。 

（３）労働生産性に関する目標 

   計画期間において、基準年度（直近の事業年度末）比で労働生産性（中小企業

等の経営の強化に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上

することを目標とします。 

 

２ 先端設備等の種類 

 中小企業者による幅広い取組を促すため、本計画において対象とする設備は、中小

企業等経営強化法施行規則第７条第１項で定める先端設備等の全てとします。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

 （１）対象地域 

   本計画の対象とする地域は、柳井市全域とします。 

 （２）対象業種・事業 

   全ての業種・事業を対象とします。 

 

４ 計画期間 

 （１）導入促進基本計画の計画期間 

    国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とし

ます。 

 （２）先端設備等導入計画の計画期間 

    計画期間は３年間、４年間又は５年間とします。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取組については、先端設備等導入計画の認定の対象と

しません。 

（２）公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められるものについては、

先端設備等導入計画の認定の対象としません。 

（３）市税に滞納がある中小企業の取組については、先端設備等導入計画の認定の

対象としません。 

（４）環境の保全について配慮され、適切な措置が講じられていることを確認しま

す。 

 


